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ポートフォリオと技術革新を支える無形資産の

構造分析 
 

エグゼクティブサマリ 
 

本レポートは、株式会社リクルートホールディングス（以下、リクルート）の知的財産（以下、知財）戦

略について、公開情報に基づき網羅的に分析するものである。同社の知財戦略は、単なる特許・商

標の管理に留まらず、事業モデルの根幹を成す技術、データ、ブランド、エコシステムを統合的に活

用する高度な構造を持つことが明らかになった。 

●​ 基本方針: リクルートは知財を「重要な経営資源」と位置づけ、事業戦略と一体化した運用を推
進している¹⁰。その根底には「まだ、ここにない、出会い。」というミッションがあり、新たなマッチ
ング機会の創出を知財活動の原動力としている⁸, ¹²。 

●​ 転換点: 2019年の「リクナビ事件」¹¹¹は、同社のデータガバナンス体制を根本から見直す契機と
なった。これを機に構築された堅牢なプライバシー保護体制は、現在では信頼を基盤とする

データ駆動型ビジネスにおける競争優位の源泉へと昇華していると見られる¹²⁶, ¹²⁹。 
●​ 組織体制: 約80名が在籍する知財部は、出願・権利化からM&A関連業務までを担い、事業部
門（SBU）と密に連携する¹¹。2025年4月のSBU再編は、Indeedの技術基盤をグループ全体の
HR事業の中核に据える戦略的意図の現れと推察される¹³⁰。 

●​ 技術ポートフォリオ: 全世界で647件の特許を保有し、うち41%以上がアクティブである⁵⁷。特に
中核会社Indeedが有する、MinHashアルゴリズム等を活用した大規模機械学習パイプライン
技術が競争力の源泉となっている⁷⁷, ¹⁵。 

●​ ブランド・エコシステム戦略: 「SUUMO」や「じゃらん」といった強力なブランド群に加え、「Air ビジ
ネスツールズ」では統一IDとUI/UXで顧客を囲い込み、エコシステムを形成⁹⁹, ²¹。これにより質の
高いデータを大量に収集し、AIモデルの精度向上につなげている。 

●​ M&A戦略: Indeedの買収は、技術力と市場シェアを同時に獲得するM&A中心の知財取得戦
略の典型例である⁵⁰。自社開発と外部からの知財導入を両輪で進めている。 

●​ 競合状況: 国内ではパーソルやマイナビがAI・DX投資を加速¹⁰¹, ¹⁰⁸。グローバルではMicrosoft 
(LinkedIn)が企業向けサービスとの連携で独自の強みを発揮しており⁹³, ¹⁷、リクルートとは異な
る戦略軸で競争が展開されている。 

●​ 主要リスク: 短期的にはGDPR等の個人情報保護規制への対応¹¹²、中期的には巨大テック企業
との競争¹⁷、長期的にはAIアルゴリズムの公平性・倫理性が最大の課題となる。 

●​ 今後の展望: 生成AIの進化に伴い、単なるマッチングから「AIによるキャリア支援」へとサービス
の高度化が求められる⁶⁴, ¹⁹。中小企業のDX支援事業から得られるデータ活用も大きな成長機
会となる可能性がある。 

●​ 戦略的示唆: 経営層は「倫理的AI」への投資を最優先課題とすべきである。研究開発部門は、



人間の意思決定を「代替」するのではなく「拡張」する技術に注力することが望ましい。 

 

背景と基本方針 
 

株式会社リクルートホールディングスは、1960年の創業以来、社会の「不」を解消するという理念の
もと、事業領域を拡大し続けてきた。その変遷は、紙媒体の情報誌から始まり、インターネット、モバ

イル、そして今日では人工知能（AI）とSaaS（Software as a Service）ソリューションを駆使するグロー
バルテクノロジー企業へと至る、まさに情報技術の進化の歴史と軌を一にしている¹²。この事業構造
の転換に伴い、同社にとっての「資産」の定義も大きく変化した。かつては営業力や情報誌のブラン

ドが競争力の源泉であったが、現在では技術、データ、そしてそれらを活用するための知的財産（知

財）が、企業価値を左右する最も重要な戦略的資産となっている。 

リクルートの知財戦略の根底には、グループ経営理念として掲げられているミッション「まだ、ここに

ない、出会い。より速く、シンプルに、もっと近くに。」が存在する⁸, ¹²。これは、個人ユーザーと企業ク
ライアントの間に最適な選択肢との出会いを創出することを目指すものであり、この「出会い」の質と

量を最大化するために、絶え間ない技術革新が求められる。例えば、求職者と求人企業、住宅を探

す人と物件、旅行者と宿泊施設といった多岐にわたる領域で、より精度の高いマッチングを実現する

ためのアルゴリズムやデータ解析技術、そして快適な利用体験を提供するユーザーインターフェー

ス（UI）/ユーザーエクスペリエンス（UX）そのものが、保護すべき重要な知財となる。同社が公式に
「知的財産を重要な経営資源と捉え、事業戦略と一体化した知的財産戦略を推進している」¹⁰, ⁵²と明
言しているのは、この事業モデルの本質を反映したものである。この基本方針は、自社の著作権、

商標権、特許権といった産業財産権を積極的に保護するだけでなく、倫理綱領において第三者の知

的財産を尊重することも明確にうたっており¹、攻守両面での知財に対する高い意識がうかがえる。 

この知財戦略、特にデータという無形資産の取り扱いにおいて、極めて重要な転換点となったのが、

2019年に発覚した「リクナビDMPフォロー」を巡る問題（通称「リクナビ事件」）である¹¹¹, ¹²⁶。この事件
は、就職活動中の学生のウェブサイト閲覧履歴などから内定辞退率を算出し、本人の十分な同意な

く企業に販売していたものであり、個人情報保護の観点から社会的な批判を浴びた。リクルートはこ

の事態を重く受け止め、サービスを廃止するとともに、データガバナンス体制の抜本的な見直しに着

手した。その具体的な成果として、2020年4月にはグループ全体のデータ取り扱いに関する約束事
である「パーソナルデータ指針」を策定・公開し¹²⁷, ¹²⁹、翌2021年にはユーザーに対してプライバシー
に関する考え方や取り組みを分かりやすく説明するためのウェブサイト「プライバシーセンター」を開

設した¹²⁶。 

この一連の対応は、単なる法令遵守や危機管理という次元に留まるものではなかった。事件を契機

として、リクルートはプライバシー保護とデータ倫理を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、透

明性の高い情報開示と、ユーザーが自らのデータをコントロールできる仕組みの構築に多大な経営

資源を投下した。結果として、この徹底したガバナンス強化の取り組みは、逆説的に同社の競争優

位性を高める要因となったと分析できる。GDPR（EU一般データ保護規則）に代表されるように、世界
的にデータプライバシーに対する要求水準が高まる中で、リクルートは他社に先駆けて、社会の厳し



い監視下で試された堅牢なデータガバナンス体制を構築した。これは、ユーザーからの信頼を獲得

し、質の高いデータを継続的に収集・活用するための不可欠な基盤であり、AI開発の生命線でもあ
る。すなわち、過去の失敗への反省から生まれた防衛的な施策が、結果的に未来の事業成長を支

える戦略的な無形資産へと昇華したのである。この経験は、リクルートの知財戦略が、技術やブラン

ドといった従来の知財だけでなく、「信頼性のあるデータガバナンス体制」そのものを中核的な価値と

捉えていることを示唆している。 
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全体像と組織体制 
 

リクルートの知財戦略を実効あらしめているのは、経営層の監督機能から専門部署の実務、事業部

門との連携に至るまで、精緻に設計された組織体制である。その全体像を理解することは、同社の

無形資産がどのように創出、管理、活用されているかを把握する上で不可欠である。 

コーポレート・ガバナンスの最上位には、取締役会が位置する。同社は機関設計として監査役会設

置会社を選択しており、取締役会が経営の基本方針や重要事項を決定し、業務執行を監督する役

割を担う⁸。知財戦略は経営の根幹に関わる重要事項であり、その策定と実行は取締役会の監督下
にある。取締役会には、その諮問機関として「指名・ガバナンス委員会」「報酬委員会」「コンプライア

ンス委員会」「リスクマネジメント委員会」「サステナビリティ委員会」といった各種委員会が任意で設

置されており⁸, ¹²⁸、知財に関連するリスク管理やガバナンスについても、これらの委員会を通じて多
角的な視点から審議が行われる体制が整っていると見られる。特にリスクマネジメント委員会は、技

術流出や権利侵害、後述するデータプライバシーといった知財関連リスクの評価と対策において中

心的な役割を果たしていると推察される。 

知財戦略の実務を担う中核組織が、知的財産部である。求人情報によれば、同部署には約80名の
メンバーが在籍しており、その業務範囲は広範にわたる¹¹。具体的には、特許の出願・権利化といっ
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た伝統的なプロセキューション業務から、他社特許の調査・分析、知財係争への対応、ライセンス契

約や共同開発契約の交渉・締結、さらにはM&Aにおける知財デューデリジェンスや知財ポートフォリ
オの戦略的分析まで、知財に関わるあらゆる局面をカバーしている¹¹。重要なのは、知財部が単なる
法務・管理部門として機能しているのではなく、事業部門と深く連携している点である¹。ビジネスの最
前線で生まれる発明の種を的確に捉え、事業戦略に沿った権利化を進めるためには、事業部門と

の日常的なコミュニケーションが欠かせない。この連携体制が、事業の競争優位性に直結する「生き

た知財」の創出を可能にしている。 

リクルートの事業運営は、戦略ビジネスユニット（Strategic Business Unit、以下SBU）という単位で
行われている⁸, ¹⁸。これは「HRテクノロジー」「マッチング＆ソリューション」「人材派遣」の3つ（2025年
4月以降は再編）に大別され、それぞれのSBUが管轄する事業領域の特性に応じた、機動的かつ専
門的な知財戦略の展開を可能にしている。例えば、グローバルな技術競争が激しいHRテクノロジー
SBUでは、AI関連技術の特許網構築が最優先課題となる一方、国内のライフスタイル領域を担う
マッチング＆ソリューションSBUでは、「SUUMO」や「じゃらん」といった強力なブランドの保護・管理が
より重要となる。このSBU体制は、全社的な基本方針のもとで、各事業の特性に最適化された知財
活動を推進するための効果的な仕組みとして機能している。 

特に注目すべきは、2025年4月1日を目途に実施されるSBUのガバナンス体制変更である¹³⁰。この
再編では、これまでマッチング＆ソリューションSBUに属していた国内の人材領域事業が、Indeedを
中心とするHRテクノロジーSBUに統合される。この動きは、日本国内で開始された求人配信プラット
フォーム「Indeed PLUS」の展開と連動しており、単なる組織改編以上の戦略的な意味合いを持つ。
これは、リクルートが長年にわたり進めてきたIndeed買収戦略の最終段階であり、Indeedが持つグ
ローバルな技術プラットフォームを、祖業である日本の人材事業のまさに中核エンジンとして完全に

統合する意思の表れである。この決定は、今後のリクルートの知財創出活動が、日本国内の個別

サービス最適化から、グローバルで統一されたプラットフォーム技術の強化へと、より一層シフトして

いくことを示唆している。AIや機械学習アルゴリズム、データ基盤といった領域での特許出願や技術
開発が、これまで以上にグループ全体の最重要課題として位置づけられることになるだろう。 

また、前述の「リクナビ事件」を経て、データガバナンスに関する指揮命令系統も強化された。各サー

ビス・事業部門に「プライバシー責任者」を設置し、プロダクトの企画・設計段階からプライバシー保

護を徹底する体制を構築した¹²⁹。同時に、全社横断的なリスクマネジメント統括組織内に「プライバ
シーリスク所轄部署」を設け、事業側の取り組みを複眼的な視点で評価・監督する「第二線」としての

機能を担わせている¹²⁹。事業部門における主体的な取り組み（第一線）と、専門部署による客観的な
監督（第二線）、そして監査役による監査（第三線）という多層的な防衛ラインが、同社のデータガバ

ナンス体制の堅牢性を担保している。この体制は、知財の中でも特にデータという資産を管理・活用

する上での生命線となっている。 
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詳細分析 
 

リクルートの知財戦略は、単一の活動ではなく、「技術」「市場/顧客」「パートナー/エコシステム」とい
う三つの異なる、しかし相互に関連し合う領域で多層的に展開されている。これらの領域を個別に分

析することで、同社の競争優位性がどのように構築・維持されているかの全体像が明らかになる。 

 

技術領域：特許とノウハウ 
 

リクルートの技術的競争力は、積極的に構築された特許ポートフォリオと、社内に蓄積された高度な

ノウハウによって支えられている。二次情報によれば、リクルートホールディングスは全世界で647件
の特許を保有しており、そのうち110件が登録済み、全体の41%以上にあたる約268件が現在も有効
なアクティブ特許である⁵⁷, ²⁰。これらの特許は422のユニークなパテントファミリーを形成しており、一
つの発明思想から複数の国や地域で権利保護を図る戦略的な出願活動が行われていることがうか

がえる⁵⁷。 

出願先の地理的分布を見ると、日本が407件と圧倒的に多く、次いで米国（43件）、欧州（42件）と続
く⁵⁷, ²⁰。これは、依然として日本が同社の主要な研究開発拠点であることを示している。しかし、グ
ローバル市場での事業展開を加速させる中で、今後は米国や欧州といった主要市場での出願比率

が高まっていく可能性がある。特に、HRテクノロジー事業の中核を担うIndeedが米国に拠点を置くこ
とを考慮すると、米国での特許網強化は極めて重要な戦略課題となるだろう。 

特許ポートフォリオの技術内容について、公開情報からは詳細な分類を得ることはできないものの、

事業内容やIndeedの技術ブログなどからその中核を推察することは可能である。リクルートのビジ
ネスモデルの根幹は「マッチング」であり、その精度と効率を向上させるAI・機械学習技術が特許戦
略の最重要領域であることは間違いない。Indeedのエンジニアリングブログでは、求人推薦エンジン
のための大規模機械学習パイプラインの構築について詳細に解説されている⁷⁷, ⁸⁰, ¹⁵。特に、膨大な
ユーザーと求人データの中から類似性の高いペアを効率的に見つけ出すために、Jaccard係数を近
似計算する「MinHash」というアルゴリズムを活用している点は注目に値する⁷⁷, ¹⁵。これは、理論的な
新規性だけでなく、数億人規模のユーザーを抱えるプラットフォームで実際に機能させるためのス

ケーラビリティと実用性を重視した技術開発が行われている証左である。このような、大規模データ

処理を前提とした実践的なアルゴリズムやシステムアーキテクチャに関する発明が、同社の技術的
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優位性の源泉となっている。 

また、個別の特許を見ても、その戦略の一端がうかがえる。例えば、米国特許US8156051B1号「
Employment recruiting system」は、求人広告に対してキーワードやスクリーニング質問を関連付
け、候補者のレジュメを自動的に検索・スコアリングし、有望な候補者を提示するという、現代のHR 
Techプラットフォームの基本的なプロセスを保護するものである⁶⁸, ¹⁴。こうした基盤技術を特許で押さ
えることは、競合他社の参入障壁を高め、自社の事業の自由度を確保する上で極めて有効である。 

有価証券報告書では「研究開発活動」の具体的な記述は限定的であったが⁵, ⁷、「革新的なオンライ
ン予約管理システムの開発」や「クラウドを活用したSaaSソリューションの拡大を加速」といった記述
からは⁵、継続的に技術への投資を行っている姿勢が明確である。リクルートテクノロジーズ（当時）
などによる学会発表や論文公開も⁷⁰, ⁷⁵、社外に技術力をアピールすると同時に、最先端の知見を取
り込み、技術コミュニティとの関係を構築する上で重要な役割を果たしていると考えられる。これらの

活動全体が、リクルートの技術という無形資産を形成しているのである。 

 

市場/顧客：ブランドとデータ 
 

リクルートの知財戦略において、技術と並んで、あるいはそれ以上に重要なのが、市場と顧客との接

点で構築される「ブランド」と、そこから生み出される「データ」という無形資産である。これらは相互に

作用し、強力な好循環を生み出すことで、同社の事業に高い参入障壁（Moat）を築いている。 

まず、リクルートは各事業領域において極めて強力なブランドポートフォリオを保有している。人材領

域における「Indeed」「Glassdoor」、住宅領域の「SUUMO」、旅行領域の「じゃらん」、美容領域の
「ホットペッパービューティー」など、それぞれの市場で圧倒的な認知度と信頼を獲得したブランドは、

それ自体が巨大な価値を持つ知財である。これらのブランド力は、ユーザーがサービスを選択する

際の強力な誘因となり、安定した顧客基盤とトラフィックを確保する。結果として、質の高いデータが

大量に集積され、それがまたサービスの魅力を高めるという、ネットワーク効果の源泉となっている。 

このブランドとデータを活用したエコシステム戦略の最たる例が、中小企業向けに展開する業務・経

営支援SaaS「Air ビジネスツールズ」である⁹⁴, ⁹⁵。このサービス群は、「商うを、自由に。」というブラン
ドビジョンを掲げ⁹⁶、POSレジアプリの「Airレジ」や決済サービスの「Airペイ」、シフト管理の「Airシフト」
など、店舗運営に不可欠な機能を網羅的に提供する⁹⁹。その名称「Air」には、事業者にとって空気の
ように当たり前で、意識することなく使えるインフラのような存在でありたいという思想が込められて

いる⁹⁷, ⁹⁸。 

このエコシステムの戦略的な巧みさは、複数のサービスを「単一のID」と「統一されたUI/UX」で提供し
ている点にある⁹⁹。一度いずれかのサービスを導入した事業者は、同じ操作感で他のサービスも容
易に利用開始できるため、自然な形で複数のサービスを導入するようになる。これにより、顧客のス

イッチングコストが高まり、強力な「ロックイン効果」が生まれる。2023年6月末時点で「Airレジ」は
76.3万アカウント、「Airペイ」は41.7万アカウントに達しており⁹⁹、このプラットフォーム上で膨大な業務
データ（決済、予約、シフトなど）が日々生成・蓄積されている。このデータは、個々の事業者の経営



改善に役立つだけでなく、リクルートにとっては業界動向の分析や新たなサービス開発のための貴

重な資産となる。同社が試算する年間3,001万時間の業務時間削減と348億円の人件費削減効果
は⁹⁸, ²¹、このエコシステムが提供する具体的な価値を示しており、ブランドへの信頼をさらに強固なも
のにしている。 

結局のところ、リクルートのビジネスモデルは、強力なブランドをテコにして大量のユーザーデータを

集め、そのデータをAI・機械学習技術で解析し、最適なマッチングという価値を提供することで収益を
上げるという構造になっている。このサイクルにおいて、データはAIを駆動させる燃料であり、その質
と量が競争力を直接的に決定づける。そして、そのデータの収集を可能にするのが、長年かけて築

き上げてきたブランドへの信頼である。前述の「リクナビ事件」を経て構築された堅牢なデータガバナ

ンス体制は、この信頼を維持・向上させるための生命線であり、技術特許と同様に、あるいはそれ以

上に重要な知財と位置づけられるべきものである。 

 

パートナー/エコシステム：M&AとOSS 
 

リクルートの知財戦略は、自社内での創出（オーガニックグロース）だけに依存するものではない。外

部の技術や人材、事業を積極的に取り込むM&A（合併・買収）と、現代のソフトウェア開発に不可欠
なオープンソースソフトウェア（OSS）の戦略的活用が、その成長を加速させる両輪となっている。 

M&Aは、リクルートにとって単なる事業規模拡大の手段ではなく、最先端の技術や知財ポートフォリ
オ、そして優秀なエンジニア人材を一挙に獲得するための極めて重要な戦略ツールである。その最

も象徴的な事例が、2012年のIndeedの買収である⁵⁰。当時、Indeedはすでに求人検索エンジンの
分野で世界的な地位を確立しており、その買収によってリクルートはグローバルなHR Tech市場への
本格的な足がかりを得た。Indeedが持つ高度な検索技術、大規模データ処理能力、そして「求人」に
特化した機械学習のノウハウは、リクルートグループ全体の技術力を飛躍的に向上させた。現在、

Indeedの技術基盤がリクルートのHR事業全体のコアエンジンへと進化しつつあることからも¹³⁰、この
M&Aが単なる子会社化ではなく、グループ全体の技術戦略を根底から変えるほどのインパクトを
持っていたことがわかる。M&Aを通じて獲得した知財をグループ全体で活用し、さらなる価値を創造
していくこのアプローチは、同社の知財戦略の大きな特徴である。 

一方で、ソフトウェア開発の現場では、オープンソースソフトウェア（OSS）の活用が不可欠となってい
る。OSSを利用することで、開発スピードの向上やコスト削減、最新技術への迅速なアクセスといった
多大な恩恵を受けることができる。リクルートのようなテクノロジー企業が、自社のサービス基盤の多

くをOSSに依存していることは想像に難くない。しかし、OSSの活用は、そのライセンスに起因する法
的リスクと常に隣り合わせである。 

OSSライセンスには様々な種類があるが、特に注意が必要なのは「コピーレフト型」と呼ばれるライセ
ンス（例：GPL、AGPL）である¹¹⁶, ¹¹⁸。これらのライセンスが適用されたOSSを自社のソフトウェアに組
み込んで配布する場合、自社が開発した部分のソースコードも同じライセンスのもとで公開しなけれ

ばならないという「感染性」を持つことがある¹¹⁴。意図せず自社の独自技術やノウハウといった企業



秘密を公開してしまうリスクは、事業の根幹を揺るがしかねない。また、多くのOSSは「無保証」で提
供されており、セキュリティ上の脆弱性やバグが発見されても、開発者が責任を負うことはない¹¹⁴。そ
のため、利用する企業側が、脆弱性管理や品質保証の全責任を負うことになる。 

したがって、成熟した知財戦略においては、OSSの利用に関する明確な社内ポリシーの策定、利用
するOSSのライセンスと脆弱性の事前チェック、そしてソフトウェア部品表（SBOM）などを活用した利
用状況の継続的な管理といった、体系的なリスク管理体制の構築が不可欠となる¹¹⁵, ¹¹⁶。リクルート
がその技術的優位性を維持し続けるためには、OSSの恩恵を最大限に享受しつつ、それに伴う知
財・セキュリティリスクを適切にコントロールする高度なガバナンス能力が求められる。 

このように、リクルートの知財戦略は、国内市場で顧客との接点を固める強力な「ブランド」（防御的

資産）と、M&Aを通じて獲得したグローバルに通用する「技術プラットフォーム」（攻撃的資産）を両極
に持つ、洗練された「バーベル戦略」として理解することができる。ブランドが信頼を基盤にデータを

集め、そのデータを技術プラットフォームが解析して価値を生み出す。そして、その技術プラット

フォームの独自機能を守るために特許が存在する。この防御と攻撃の資産が相互に連携し、価値を

増幅させる構造こそが、リクルートの知財戦略の神髄であると言えるだろう。 
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競合比較 
 

リクルートの知財戦略の独自性と有効性を評価するためには、同業他社や関連市場の主要プレイ

ヤーとの比較が不可欠である。ここでは、国内の主要な人材サービス企業であるパーソルホール

ディングス、マイナビ、そしてグローバルなHR Tech市場で最大の競合となるMicrosoft (LinkedIn)を
比較対象とし、それぞれの戦略的ポジショニングを分析する。 

市場環境として、HR Tech市場は国内外で急速な成長を遂げている。国内市場は、ある予測によれ
ば現在の1.11兆円から2030年には2.05兆円へと拡大が見込まれている⁶², ¹²⁰。また、グローバル市
場も2032年までに818.4億ドル規模に達し、年平均成長率（CAGR）9.2%で成長すると予測されてい
る⁶³。この成長は、AI技術の進化と、企業経営における「人的資本経営」への関心の高まりが背景に
ある⁶²。このような環境下では、技術的優位性を確保するための知財戦略が企業の盛衰を分ける重
要な要素となる。特に、特許を保有するスタートアップ企業は、資金調達やM&Aにおいて有利な評価
を受ける傾向が指摘されており⁸⁸, ¹⁶、HR Tech業界全体で知財の重要性が増している。 

国内の競合であるパーソルホールディングスは、近年、AIとDXへの投資を極めて積極的に進めてい
る。2025年4月には、グループ全体のAI活用とDX推進を統括する専門組織「グループAI・DX本部」を
設立した¹⁰¹, ²³。この組織のミッションは「テクノロジーの力で顧客体験／従業員体験／事業を変革す
る」ことであり、主要サービスのAI適用による競争優位の創出や、日程調整・書類作成といった共通
業務の効率化を具体的な目標として掲げている¹⁰¹, ¹⁰²。パーソルのアプローチは、グループ内に点在
する事業のDXを中央集権的に推進し、まずは内部の業務効率化と生産性向上に注力する戦略と見
受けられる。これは、M&Aで獲得したグローバルプラットフォームを中核に据えるリクルートとは対照
的な、内製・内向きの変革を志向している点で特徴的である。 

同じく国内大手のマイナビも、AIとDXを重要な経営課題と捉えている。同社は「AI戦略室」を設置し、
AIを活用した業務改善やソリューション開発を進めている¹⁰⁸, ²⁴。マイナビの戦略で際立っているの
は、「人対人」の価値を重視する姿勢である。AIをあくまで人間の判断を支援する「パートナー」と位
置づけ、特に採用のような人生の重要な意思決定に関わる領域では、AIによる自動判断に慎重な
立場をとっている¹⁰⁸, ²⁴。また、特定の専門部署だけでなく、全社員約8,000名を対象とした「デジタル
ポータブルスキル学習プログラム」を開始し¹⁰⁶, ¹⁰⁷、組織全体のIT・AIリテラシー向上を図るボトムアッ
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プ型のアプローチを採っている。これは、技術導入と同時に、それを使いこなす組織文化の醸成を重

視する戦略であり、リクルートの技術主導型アプローチとは異なる哲学に基づいている。 

グローバル市場における最大の競合は、疑いなく**Microsoft (LinkedIn)**である。2016年の
MicrosoftによるLinkedIn買収は、HR Tech業界の構造を大きく変えた⁹³。Microsoftの戦略の核心
は、LinkedInが持つ世界最大級のプロフェッショナルネットワークデータと、同社が提供する広範な
企業向けエコシステム（業務用OSであるWindows、クラウドプラットフォームのAzure、CRM/ERPの
Dynamics 365、コミュニケーションツールのMicrosoft 365/Teamsなど）との深い連携にある⁹³, ¹⁷。例
えば、Dynamics 365上で採用候補者を管理しながら、その候補者のLinkedInプロフィールや社内人
脈をシームレスに参照できる。また、Bing検索エンジンを人材ソーシングに特化させることも可能で
ある。この「データとソフトウェアの統合」によって生まれる相乗効果は、リクルートが容易には模倣で

きない強力な競争優位性となっている。リクルートがIndeedという独立したプラットフォームの価値を
高める戦略であるのに対し、Microsoftは既存の巨大なビジネスエコシステムにHR機能を組み込む
ことで、顧客を包括的に囲い込む戦略を採っている。 

これらの比較から、各社が異なる強みと戦略的アプローチで市場に臨んでいることがわかる。以下

の表は、その違いをまとめたものである。 

比較項目 リクルートホー

ルディングス 
パーソルホール

ディングス 
マイナビ Microsoft 

(LinkedIn) 

中核技術/特許
焦点 

大規模データに

基づくAIマッチ
ング技術、グ

ローバルプラッ

トフォームのス

ケーラビリティ 

グループ内業

務効率化のた

めのAI/DX、サ
プライチェーン

改革等の実績

¹⁰⁰ 

人間の判断を

補助するAI、原
稿自動生成等

の業務効率化

ツール¹⁰⁸ 

プロフェッショナ

ルグラフデータ

と企業向けソフ

トウェア群の統

合⁹³ 

ブランド戦略 「Indeed」等の
グローバルブラ

ンドと「Air」等の
国内エコシステ

ムブランドの二

本柱 

グループ全体

の総合人材

サービスブラン

ドとしての「

PERSOL」 

「マイナビ」ブラ

ンドの下での

「人対人」を重

視した信頼性構

築¹⁰⁸ 

「LinkedIn」のプ
ロフェッショナル

ネットワークと「

Microsoft」の企
業向け信頼性 

AI/DX投資アプ
ローチ 

Indeed等の大
型M&Aによる
技術・事業の獲

得、プラット

フォームへの集

約¹³⁰ 

「グループAI・
DX本部」設立に
よる中央集権的

なDX推進¹⁰¹ 

全社的なAI・IT
リテラシー向上

プログラムと専

門部署（AI戦略
室）によるボト

ムアップ支援¹⁰⁶ 

既存の巨大エコ

システム（

Azure, 
Dynamics等）
へのLinkedIn
データの統合¹⁷ 



データガバナン

ス体制 
過去のインシデ

ントを教訓とし

た、透明性の高

い堅牢なガバナ

ンス体制を構築

¹²⁹ 

標準的なコンプ

ライアンス遵守

体制（公開情報

からは詳細不

明） 

標準的なコンプ

ライアンス遵守

体制（公開情報

からは詳細不

明） 

グローバル基

準のプライバ

シー・セキュリ

ティ体制（Azure
基盤） 

この分析から、リクルートの知財戦略は、M&Aを駆使して獲得した世界最高水準の技術プラット
フォームを中核に据えつつ、国内では強力なブランド力でエコシステムを形成しデータを収集すると

いう、グローバルとローカル、技術と市場を巧みに組み合わせたハイブリッド戦略であることが浮き

彫りになる。競合他社がそれぞれ異なる戦略的アプローチを取る中で、この複合的な戦略こそがリク

ルートの独自性と競争力の源泉であると結論付けられる。 
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リスク・課題 
 

リクルートの知財戦略は多くの強みを持つ一方で、その事業環境や技術的特性に起因する様々なリ

スクと課題に直面している。これらのリスクは、短期・中期・長期の時間軸で整理することで、その性

質と深刻度をより明確に理解することができる。 

 

短期的リスク（1〜2年） 
 

短期的に最も顕在化しているリスクは、グローバルな規制遵守、特にデータプライバシーに関する法

規制への対応である。リクルートは全世界で事業を展開しており、欧州のGDPR（一般データ保護規
則）¹¹²や日本の改正個人情報保護法¹¹¹など、各国の法規制に準拠する必要がある。これらの法規制
は常に変化しており、要求されるコンプライアンス水準も高まっている。特に、国境を越えるデータの

移転や、AIによるプロファイリングの適法性など、論点は複雑化している。万が一、重大な違反が認
定された場合、巨額の制裁金が課されるだけでなく、企業の評判が大きく損なわれ、ユーザーの信

頼を失うことにつながる。リクナビ事件の経験から堅牢なガバナンス体制を構築しているとはいえ、

法改正への追随やグローバルでの運用徹底は、継続的な経営資源の投入を要する恒常的な課題

である。 

もう一つの短期的な課題は、**M&A後の事業統合（Post-Merger Integration, PMI）**に伴う実行リ
スクである。特に、Indeedの技術プラットフォームを日本の既存事業と統合する「Indeed PLUS」の展
開は、その成否が今後の国内事業の競争力を大きく左右する試金石となる。異なる技術スタック、組

織文化、ビジネスプロセスを円滑に融合させることは容易ではない。技術的な連携の遅れや、現場

の混乱が生じた場合、期待されたシナジー効果が得られないばかりか、一時的にサービス品質が低

下するリスクも存在する。 

 

中期的リスク（3〜5年） 
 

中期的な視点では、巨大テック企業との競争が最大の戦略的脅威となる。前述の通り、Microsoftは
LinkedInを自社の広範なエコシステムに組み込むことで、リクルートにはない独自の価値を提供して
いる⁹³, ¹⁷。GoogleやAmazonといった他の巨大テック企業も、その膨大なデータとAI技術を武器に、
HR Tech市場への参入を本格化させる可能性がある。これらの企業は、OS、クラウド、業務用ソフト
ウェアといった基盤レイヤーを押さえており、HRサービスをバンドル（抱き合わせ）で提供することで、
リクルートの顧客基盤を侵食する可能性がある。リクルートは、単体のHRサービスとして、これらの
巨大プラットフォームが提供するサービスを凌駕する圧倒的な価値を提供し続けなければならない。 



また、技術面ではオープンソースソフトウェア（OSS）のサプライチェーンリスクが深刻度を増してい
る。現代のソフトウェア開発はOSSなしには成り立たないが、その利用はライセンス違反やセキュリ
ティ脆弱性のリスクを内包する¹¹⁴, ¹¹⁶。特に、自社ソフトウェアに組み込まれたOSSの、さらにその依
存関係の先にあるライブラリに脆弱性が発見された場合、その影響範囲の特定と修正には多大なコ

ストと時間がかかる。サプライチェーン全体でOSSの利用状況を正確に把握し、管理する体制（
SBOMの導入など）が不十分な場合、大規模なセキュリティインシデントを引き起こすリスクが常に存
在する。これは技術的な課題であると同時に、法務・コンプライアンス上の重大な課題でもある。 

 

長期的リスク（5年以上） 
 

長期的に見て、リクルートの事業モデルの根幹を揺るがしかねない最も重大なリスクは、倫理的AIと
アルゴリズムのバイアスの問題である。リクルートの中核的価値は、AIを用いて人と仕事、人とサー
ビスを最適にマッチングさせることにある。しかし、そのAIモデルの学習に用いられる過去のデータに
は、社会に存在する様々なバイアス（性別、人種、年齢、学歴など）が反映されている可能性があ

る。AIがこれらのバイアスを無批判に学習し、増幅させてしまった場合、特定の属性を持つ人々を不
当に排除するような、差別的なマッチング結果を生み出す危険性がある。 

この問題は、単なる技術的な不具合やデータ漏洩とは次元が異なる。もしリクルートのコアアルゴリ

ズムが体系的に差別的であると社会的に認定された場合、それは同社のビジネスモデルそのもの

の正当性を根底から覆すことになる。リクナビ事件で失われた信頼をはるかに超える規模でブランド

価値は毀損し、事業の継続すら困難になりかねない。したがって、アルゴリズムの公平性（Fairness
）、説明責任（Accountability）、透明性（Transparency）を確保するための技術（いわゆる「Ethical AI
」や「Responsible AI」）への研究開発投資は、コンプライアンス上の要請であるだけでなく、企業の
存続をかけた最重要の戦略課題である。 

さらに、破壊的な技術革新も長期的なリスク要因である。現在主流の機械学習技術が、将来登場す

る新たな技術（例えば、より高度な生成AIや汎用人工知能）によって陳腐化する可能性は常にある。
特に、採用活動における候補者との対話や能力評価を自律的に行う「AIエージェント」のような技術
⁶⁴, ¹⁹が普及すれば、現在の求人検索・応募というモデル自体が大きく変容するかもしれない。リク
ルートは、継続的な研究開発投資と、外部の技術動向に対する高い感度を維持し、自己の成功体

験を破壊してでも新たな技術パラダイムへと迅速に移行できる組織的な俊敏性を保ち続ける必要が

ある。 
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今後の展望 
 

リクルートの知財戦略の将来を展望するにあたり、同社を取り巻く市場、技術、政策の動向を接続

し、それらがもたらす機会と挑戦を分析することが重要である。同社は、いくつかの大きな潮流の交

差点に位置しており、その舵取りが今後の持続的な成長を左右する。 

第一に、労働市場と働き方の構造変化というマクロトレンドである。少子高齢化に伴う労働力不足

は、企業間の人材獲得競争（War for Talent）を激化させている。また、リモートワークの普及やジョ
ブ型雇用の拡大は、個人と企業の関係をより流動的なものへと変化させている。このような環境下

で、企業は優秀な人材を惹きつけ、定着させるためのデータ駆動型の「人的資本経営」への移行を

迫られている⁶²。リクルートは、IndeedやGlassdoorを通じてグローバルな労働市場の動向データ
を、国内では長年の人材サービスで培ったノウハウとデータを保有しており、これらの構造変化を捉

えるための最適なポジションにいる。今後は、単に求人情報を提供するだけでなく、企業の採用戦略

や組織開発、個人のキャリアプランニングを支援する高度なアナリティクスサービスやコンサルティン

グへと事業を拡大していくことが予想される。その際、分析モデルや予測アルゴリズム、そしてそれ

に基づくインサイトそのものが、新たな知財の源泉となるだろう。 

第二に、AI技術の急速な進化、特に生成AIの台頭である。ChatGPTに代表される大規模言語モデ
ル（LLM）の登場は、HR Techのあり方を根本的に変える可能性を秘めている。例えば、求職者一人
ひとりの経歴や志向に合わせてパーソナライズされた求人情報の推薦文やスカウトメールを自動生

成したり、面接のシミュレーションやキャリア相談をAIが担ったりすることが可能になる。米国のHR 
Techトレンド予測では、採用業務やタレントマネジメントを支援する「AIエージェント」の普及が指摘さ
れている⁶⁴, ¹⁹。リクルートの今後の知財戦略は、この生成AIの波をいかに自社のプラットフォームに
取り込み、競争優位に繋げるかにかかっている。現在の「検索・マッチング」モデルから、ユーザーと

の対話を通じてキャリア形成全体を支援する「AIキャリアパートナー」へとサービスを進化させること
ができれば、新たな市場を創造できる可能性がある。この領域における独自のモデル開発や、プロ

ンプトエンジニアリングのノウハウ、そして対話データそのものが、次世代の重要な知財となるだろ

う。 

第三に、**中小企業（SME）のデジタルトランスフォーメーション（DX）**という巨大な市場機会であ
る。「Air ビジネスツールズ」の成功は、リクルートがSMEの業務効率化という根深い課題を解決する
能力を持つことを証明した。同社の経営戦略の一つである「Help Businesses Work Smarter」は、こ
の領域への強いコミットメントを示している。今後、Airシリーズで蓄積された業務データ（売上、顧客、
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勤怠など）を、個人情報保護に最大限配慮した上で匿名化・統計化し、経営支援のためのインサイト

として事業者にフィードバックするサービスが考えられる。例えば、周辺地域の市場動向や、同業種

の成功事例に基づいた経営アドバイスをAIが提供するといったモデルである。これにより、リクルート
は単なる業務ツール提供者から、SMEの経営を支える戦略的パートナーへと進化することができる。
このビジネスモデルから生まれるデータネットワーク効果は、他社の追随を許さない強力な参入障壁

となり、その分析手法やビジネスプロセスは特許や営業秘密として保護されるべき重要な知財とな

る。 

最後に、政策・社会的な要請への対応である。近年、投資家や規制当局は、企業に対して財務情報

だけでなく、人的資本や環境、社会、ガバナンス（ESG）に関する情報開示を強く求めるようになって
いる。特に、従業員のエンゲージメントや多様性、スキル開発といった人的資本に関する指標を客観

的に測定し、報告するニーズは急速に高まっている。リクルートは、HR関連サービスを通じて得られ
る膨大なデータを活用し、企業がこれらの要請に応えるための人的資本レポーティング・分析ツール

を提供できる可能性がある。これは社会的な要請に応えることで新たな事業機会を創出するアプ

ローチであり、その分析ロジックやデータ可視化の技術は、社会貢献と事業性を両立させる新しい形

の知財となり得る。 

これらの展望を実現するためには、技術開発への継続的な投資はもちろんのこと、データ倫理やプ

ライバシー保護に関する社会との対話を続け、信頼を維持し続けることが大前提となる。技術、市

場、社会の潮流を的確に読み解き、知財戦略を柔軟に進化させていくことが、リクルートの未来を切

り拓く鍵となるだろう。 
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戦略的示唆 
 

本レポートの分析に基づき、リクルートホールディングスが今後、その知的財産を最大限に活用し、

持続的な成長を遂げるための戦略的示唆を「経営」「研究開発」「事業化」の三つの観点から提言す

る。 

 

経営層への示唆 
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1.​ 「倫理的AI」を最上位の経営課題として位置づけるべきである。​
長期的なリスク分析で指摘した通り、AIアルゴリズムの公平性・透明性は、企業の存続に関わ
る根源的な課題である。これを単なるコンプライアンスやリスク管理の問題として捉えるのでは

なく、事業戦略の中核に据えるべきである。具体的には、CEO直轄のクロスファンクショナルな「
AI倫理委員会」のような組織を設置し、技術開発、法務、事業部門、さらには外部の有識者を
交えて、アルゴリズムの監査基準や倫理ガイドラインを策定・運用することが求められる。この

取り組みを積極的に外部に開示することで、「信頼できるAI」をリクルートの新たなブランド価値
として確立し、競合に対する明確な差別化要因とすることができる。 

2.​ 知財獲得の手段として、戦略的M&Aを継続・強化すべきである。​
Indeedの成功事例が示すように、M&Aは最先端の技術、人材、市場シェアを迅速に獲得する
ための極めて有効な手段である。特に、生成AIやAIエージェント、SME向けの予測分析といっ
た、自社の既存事業を補完または革新しうる新興技術領域において、有望なスタートアップの

買収や資本提携を常に模索すべきである。その際、買収対象企業の技術的価値だけでなく、

知財ポートフォリオの質と強靭性、そして組織文化の親和性を評価するデューデリジェンスのプ

ロセスを、これまで以上に精緻化することが不可欠である。 

 

研究開発への示唆 
 

1.​ 研究開発の焦点を「人間の代替」から「人間の拡張」へとシフトすべきである。​
AI技術の進化は、多くの定型業務を自動化するが、採用や評価といった機微な意思決定を完
全にAIに委ねることには、倫理的なリスクと社会的な抵抗が伴う。マイナビが「人対人」を重視
する戦略を採っていることは示唆に富む²⁴。今後の研究開発は、採用担当者や経営者の意思
決定を完全に「代替」するAIを目指すのではなく、データに基づいた客観的なインサイト、潜在
的なバイアスの警告、多角的な選択肢の提示などを通じて、その判断の質を高める「拡張知能

（Augmented Intelligence）」としての技術開発に注力すべきである。このような「説明可能なAI
（XAI）」は、ユーザーに受け入れられやすく、アルゴリズムのバイアスリスクを低減することにも
繋がる。 

2.​ SBU横断でのデータシナジー創出の可能性を追求すべきである。​
リクルートは、HRテクノロジー事業（Indeed等）とマッチング＆ソリューション事業（Air ビジネス
ツールズ等）という、それぞれが膨大なデータを生み出す二つの強力なエンジンを保有してい

る。個人情報保護とデータ倫理の原則を厳守した上で、これらの異なるデータソースから得られ

る知見を、匿名化・統計化された形で連携させる研究開発は、他社にはない独自の価値を生み

出す可能性がある。例えば、Indeedから得られるマクロな労働市場の動向データと、Airシリー
ズから得られるミクロなSMEの経営状況データを組み合わせることで、より高精度な景気動向
予測モデルや、特定の業界・地域に特化した人材需要予測モデルを構築できるかもしれない。

このような異種データ間のシナジー創出は、リクルートならではのユニークな知財の宝庫となり

得る。 



 

事業化への示唆 
 

1.​ 「信頼」を収益化するビジネスモデルを構築すべきである。​
リクナビ事件以降に構築した堅牢なデータガバナンス体制は、単なる守りの資産ではない。こ

れを積極的にマーケティングし、「世界最高水準のプライバシー保護体制」をブランドの訴求点

として活用すべきである。特に、自社のサプライチェーンにおけるデータセキュリティリスクに敏

感な大企業クライアントに対しては、リクルートのサービスの利用が、自社のガバナンス強化に

も繋がるという付加価値を提案できる。これは、サービスの価格競争から脱却し、「信頼」という

新たな価値軸で競争するための重要な戦略となる。 
2.​ 「Air ビジネスツールズ」のエコシステムを徹底的に深化・拡大すべきである。​

Airシリーズは、日本のSME市場におけるリクルートのプレゼンスを確立するための最重要戦略
拠点である。今後は、既存サービスの機能強化に加え、会計、法務、マーケティングといった未

カバーの業務領域を埋めるための新サービス開発や、外部のSaaSプレイヤーとの提携・M&A
を加速させるべきである。最終的な目標は、SMEが事業を始める際に、まず「Air ID」を作成す
るのが当たり前になるような、SME向けビジネスの「OS（オペレーティング・システム）」としての
地位を確立することである。これにより、データネットワーク効果はさらに強固になり、競合他社

が追いつくことのできない参入障壁を築くことができる。 

 

当章の参考資料 
 

24.​https://www.mynavi.jp/mynavi-will/post_49862.html 

 

総括 
 

本分析を通じて、リクルートホールディングスの知的財産戦略が、特許や商標といった個別の権利

の集合体ではなく、事業戦略と不可分に結びついた動的なシステムであることが明らかになった。そ

の核心は、**「M&Aによるグローバルな技術基盤の獲得」と「国内市場での強力なブランド・エコシス
テムによるデータ生成」という二つの強力なエンジンを両輪とし、それらを「信頼を基盤とした堅牢な

データガバナンス」**が支えるという三位一体の構造にある。 

Indeedの買収は、同社を国内の情報サービス企業からグローバルなHRテクノロジー企業へと変貌
させた決定的な一手であった。そこで獲得されたAI・機械学習技術は、今やグループ全体の競争力
の源泉となっている。一方で、国内では「SUUMO」や「Air ビジネスツールズ」といったブランドが顧客

https://www.mynavi.jp/mynavi-will/post_49862.html


との強固な接点を築き、AIモデルの燃料となる質の高いデータを日々生成している。この攻撃（技
術）と防御（ブランド・データ）のサイクルが、同社の成長を駆動している。 

意思決定者にとっての最大の含意は、今後の競争優位が、もはや技術の優劣だけで決まるのでは

ないという点である。AIが社会の隅々に浸透する中で、「その技術が信頼できるか」という倫理的・社
会的な側面が、ユーザーやクライアントに選択されるための決定的な要因となる。リクナビ事件とい

う大きな試練を経て、他社に先駆けてこの課題に真摯に向き合った経験こそが、リクルートの最も模

倣困難な知的財産となり得る。したがって、経営資源の配分において、「倫理的AI」と「データガバナ
ンス」への継続的な投資を最優先とすることが、未来のリスクを回避し、持続的な企業価値を創造す

るための最も合理的な選択であると結論付ける。 
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